
市有財産売買契約書（案） 

 

売払人徳島市上下水道局（以下「甲」という。）と令和７年１１月１２日執行の一般競争入札落

札者○○○（以下「乙」という。）とは、次の条項により甲が所管する市有財産の売買契約を締結

 する。

 

（売買物件） 

第１条　甲は、次の売買物件を現状有姿のまま乙に売却し、乙はこれを買受けるものとする。 

区分 所在地番 地目 地積(公募) 地積(実測) 備考

土 徳島市上八万町中山１７番２９１ 水道用地 178.00 ㎡ 178.57 ㎡  フェンス 

 （金網）

地 徳島市上八万町樋口１８０番４０ 水道用地 66.00 ㎡ 66.88 ㎡ 　　有

（売買代金） 

第２条　売買代金は、乙の落札金額金○○,○○○,○○○円とする。なお、売却代金は、売却物件

の最有効使用からフェンスの解体経費等を勘案した金額であるため、前条のフェンスは０円相

 当である。

（契約保証金） 

第３条　乙は、本契約の締結前に、金８３３，３００円の契約保証金を納付しなければならない。

 ただし、既納の入札保証金を契約保証金に充当するものとする。

 ２　前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。

 ３　第１項の契約保証金は、第２条の売買代金の一部に充当するものとする。

４　第１項の契約保証金は、乙の責めに帰すべき事由により、本契約が解除されたときは、甲に

 帰属する。

（代金の支払い） 

第４条　乙は、第２条の売買代金と前条の契約保証金との差額を甲が発行する納入通知書により

契約締結日より起算して３０日以内に納付しなければならない。 

（所有権の移転） 

第５条　売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したときに、甲から乙に移転するものとする。 

（売買物件の引渡し） 

第６条　甲は、前条の規定により売買物件の所有権が乙に移転したときに、現状で引渡しがあっ

 　たものとする。

２　乙は、売却物件に含まれる工作物等が現状で引き渡されることを十分に理解し、これらを使

　用する場合において必要となる修繕や整備、安全性の確保について、自らの負担と責任におい

 　て行うものとする。

（所有権移転登記の嘱託及びその費用） 

第７条  甲は、乙が売買代金を完納し、所有権が移転した後、すみやかに所有権移転登記を嘱託

するものとする。この場合の登録免許税等の登記費用は乙の負担とし、乙はこれに必要な書類



 を甲に提出しなければならない。

（危険負担） 

第８条　本契約締結の時から第６条の規定により売買物件を乙に引き渡すまでの間において、売

買物件が天災地変その他甲又は乙のいずれの責めに帰することができない事由により滅失又は

損傷し、修補が不能又は修補に過大な費用を要し、本契約の履行が不可能となった時は、甲乙

双方書面により通知して、本契約を解除することができる。また、乙は、本契約が解除される

までの間、売却代金の支払いを拒むことができる。 

２　乙は、前項の事由であっても、滅失または損傷した物件が敷地内にあるフェンスだった場合

は本契約の解除、売却代金の支払いを拒むことはできない。また、修補又は撤去のための費用

を甲に請求することはできない。 

３　第１項によって、本契約が解除された場合、甲は、乙に対し、受領済みの金員を無利息で速

 やかに返還するものとする。

（契約不適合責任） 

第９条　乙は、引渡しを受けた売買物件の種類、品質（地中障害物等を含む。）、数量（第１条の

地積等の記載を含む。）その他が本契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）

でも、修補による追完、売買代金の減額、契約の解除又は損害賠償請求をすることはできない。 

２　乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に規定する消費者である場合に

あっては、前項の規定にかかわらず、第６条第１項に定める引渡しの日から２年以内に甲に通

知したものに限り、修補による追完、売買代金の減額、契約の解除又は損害賠償請求（契約不

適合が甲の責めに帰することのできない事由によるものであるときを除く。）をすることができ

る。ただし、フェンス（基礎を含む）は０円相当であるため修補による追完、売買代金の減額

又は損害賠償を請求できない。 

 ３　前項に規定する修補に要する費用又は損害賠償額は、売買代金の額を限度とする。

４　第２項の契約不適合が乙の責めに帰すべき事由によるものであるときは、乙は、修補による

追完、売買代金の減額、契約の解除又は損害賠償請求のいずれもすることはできない。 

５　乙が本契約締結時に第２項の契約不適合を知っていたときは、甲は本条の責任を負わない。 

（特則） 

第10条　乙は、本契約締結日から１０年間、売買物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７条）第２条第２項に規定する暴力団若しくは法律の規定に基づ

き公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はその他こ

れに類するものの用に供し、また、これら用に供されることと知りながら、売買物件の所有権

を第三者に移転又は貸してはならない。 

２　乙は、本契約締結の日から１０年間、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める

性風俗関連特殊営業、その他これらに類する業の用に供し、また、これらの用に供されること

を知りながら、売買物件の所有権を第三者に移転又は貸してはならない。 

（契約の解除） 

第11条　甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除することができる。 

２　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの催告を要せず、本契約を解除する

ことができる。 

⑴  前条に規定する義務に違反したとき。 



⑵　別記１「個人情報取扱特記事項」に違反したとき。 

⑶　別記２「徳島市暴力団等排除条項」第１項に該当するとき。 

３　甲は、前項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、何

らの賠償ないし補償することは要しない。 

４　乙は、甲が第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生じたときはそ

の損害を賠償するものとする。 

（返還金等） 

第12条　甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。ただ

し、当該返還金には利息を付さない。 

（乙の原状回復義務） 

第13条　乙は、甲が第１１条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに売

買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させる

ことが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２　乙は、前項ただし書の場合において、売買物件が滅失又は損傷しているときは、その損害賠

償として契約解除時の時価により滅損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、

乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当する金額を甲

に支払わなければならない。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第14条　乙は、第１１条の規定により本契約を解除された場合において、乙が本契約締結のため

に支出した費用及び売買物件に投じた有益費、必要費又はその他費用等を甲に請求しないもの

とする。 

（損害賠償） 

第15条　甲は、乙が本契約に規定する義務を履行しないために損害を受けたときは、その損害の

賠償を請求することができる。 

（関係規則の遵守） 

第16条　乙は、本契約に定める各条項のほか、徳島市上下水道局契約規程（昭和４２年１２月４

日規程第２１号）において準用する徳島市契約規則（平成３年３月２６日規則第５号）の該当

条項を遵守しなければならない。 

（信義則） 

第17条　甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（契約の費用） 

第18条　本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（管轄裁判所） 

第19条　本契約に関する訴えの管轄は、甲の事務所の所在地を管轄区域とする徳島地方裁判所と

する。 

（疑義の決定） 

第20条　本契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、解決するものとする。 

 

 

 

 



本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

 令和○年○月○日

 

 甲（売払人）　徳島市南前川町５丁目１番地の４

 徳島市上下水道局

 上記代表者　徳島市上下水道事業管理者

 上下水道局長　石　川　稔　彦

 

乙（買受人）



別記１ 

個人情報取扱特記事項 

 

　（基本的事項） 

第１　乙は、この契約による事務を行うに当たっては、個人の権利利益を侵害することの

ないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

　（秘密の保持） 

第２　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、また不当な

目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とす

る。 

　（収集の制限） 

第３　乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目

的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

　（漏えい、滅失及びき損の防止） 

第４　乙は、この契約による事務により知り得た個人情報について、漏えい、滅失及びき

損の防止その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

　（事務従事者への通知） 

第５　乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても

当該契約による事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。 

　（個人情報の目的外利用・提供の禁止） 

第６　乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務によって知り得た個人情報

を当該契約の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならな

い。 

　（複写又は複製の禁止） 

第７　乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録さ

れた資料等を甲の承諾なしに複写又は複製してはならない。 

　（資料等の返還） 

第８　乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収

集し、若しくは作成した個人情報を記録した資料等は、この契約の完了後直ちに甲に返

還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは当該方法によるもの

とする。 

　（事故発生時における報告） 

第９　乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったとき

は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。　



別記２ 

徳島市暴力団等排除条項 

 

（契約の解除） 

１　甲は、乙（契約の相手方が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以

下同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの催告を要せず、この契約を

解除することができる。 

⑴　役員等が暴力団員であると認められるとき。 

⑵　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

⑶　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

⑷　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、若しくは関与していると認め

られるとき。 

⑸　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

⑹　下請契約、資材・原材料の購入契約、再委託契約その他の契約に当たり、その相手

方が第１号から第５号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を

締結したと認められるとき。 

⑺　契約の相手方が第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約、資材・

原材料の購入契約、再委託契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当す

る場合を除く。）に、発注者が契約の相手方に対して当該契約の解除を求め、契約の

相手方がこれに従わなかったとき。 

（語句の解釈） 

２　この排除条項に記す語句は、徳島市暴力団等排除措置要綱及び徳島市暴力団等排除措

置要綱に関する運用基準に記載されているとおり解釈するものとする。


